
資料２

子育て世帯の安心な住まいの確保等子育て世帯の安心な住まいの確保等
（事務局資料）

子育てに適した住宅の基準について



子育て世帯の住まいの課題と取組

第１回研究会で提示した課題（民間住宅のみ） これまでの主な取組 今後の取り組みの方向性

○⼦育てに適した構造や設備を有した
住宅の基準づくり

○持家取得のための資⾦の確保持

○地⽅⾃治体等による⼦育て世帯向け住
宅の認証制度等
○持ち家取得に対する税制⽀援（ローン
減税 贈与税の⾮課税措置等）

○⼦育て世帯にとって優しい住宅（構造、
設備・家具、安⼼・安全な住環境等）の指
針の検討、普及拡⼤○持家取得のための資⾦の確保

○中古住宅を活⽤した低廉な⼦育て世
帯向けの住宅の供給

住 替え希望者 情報提供

持
家

減税、贈与税の⾮課税措置等）
○住宅⾦融⽀援機構による⾦利引き下げ ○親世帯の住宅資産を活⽤した持家取得⽀

援の検討
○中古住宅市場の活性化⽅策の推進
（中古住宅市場活性化ラウンドテ ブルを

○中古住宅流通促進に向けた取組(建物
評価⼿法の改善、インスペクションの
普及等）○住み替え希望者への情報提供

○住宅取得の多様化
（持家と借家の中間領域の新たな契約⼿法等）

○住み替え⽀援事業
（中古住宅市場活性化ラウンドテーブルを
開催中）

○ＤＩＹ賃貸の普及促進

普及等）

○住宅取得の多様化に向けた⽅策の検討

等

等

等

等

○⼦育てに適した構造や設備を有した賃
貸住宅の基準づくり
○空き家を活⽤した低廉な⼦育て世帯向 空き家改修 対す ⽀援

○地⽅⾃治体等による⼦育て世帯向け
住宅の認証制度等 ○⼦育て世帯にとって優しい賃貸住宅（構

造、設備、家具、安⼼・安全な住環境）の
指針 検討 普及拡⼤

等等

○空き家を活⽤した低廉な⼦育て世帯向
けの賃貸住宅の供給
○⽐較できる情報の整備と開⽰
○⼊居希望者への情報提供等の居住⽀援

借
家

○空き家改修に対する⽀援

○地⽅⾃治体等による情報提供

○各居住⽀援協議会による居住⽀援等
○居住⽀援協議会による情報提供等の居住
⽀援の強化、普及拡⼤

指針の検討、普及拡⼤

○安⼼・安全な住環境整備とコミュニ
ティの創出
住 ビ

○⼊居希望者への情報提供等の居住⽀援

○拠点の併設施設整備等に対する⽀援

の取組

共

○併設施設整備等に対する⽀援の継続・拡充
○⼦育て世帯にとって優しい住宅（構造、設

等等

○住まいと近接した⼦育て⽀援サービス
等の確保
○親世帯との近居・同居による多世代
交流

共
通

備・家具、安⼼・安全な住環境等）の指針の
検討・普及拡⼤
○近居・同居に対する⽀援策の検討

○地⽅⾃治体による近居・同居に対する
⽀援

等 等
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現状①（子育て世帯の住まい等の状況）

○ 子育て世帯は、子供の年齢にかかわらず、約８割の世帯は持家への入居を希望しているが、子ども○ 子育 世帯 、子供 年齢 わらず、約 割 世帯 持家 入居を希望 る 、子 も
が小さい世帯は借家住まいが多い。

→子育て世帯に住まいを検討するにあたって、持家・借家ともに重要な居住形態。

＜子育て世帯の住宅の種類（世帯人員ベース）＞＜希望する居住形態＞
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出典：国土交通省「子育て世帯の支援に資する住宅の活用事例等の
収集分析業務報告書」（平成25年3月）ウェブアンケート調査結果

出典：総務省
「平成22年国勢調査」
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○ 子育て世帯の住まいのニーズとしては、「住宅の防犯性」、「広さ・間取り」、「安全性・遮音性等

現状②（子育て世帯の住まいのニーズ）

の居住性能」の住宅のニーズのほか、「近隣の人たちやコミュニティとの関わり」、「子どもの遊び
場、公園など」、「託児・保育所などの利便」等の住環境のニーズも多い。
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現状③（子供の事故の状況）

○ 子供の事故は、住宅内が約7割を占め、住宅内では居室での事故が最も多い。○ 子供の事故は、住宅内が約7割を占め、住宅内では居室での事故が最も多い。

＜ １２歳以下の子供の事故発生場所＞

＜ 住宅内事故発生場所＞

＜ 年齢別内訳＞

出典：独立行政法人国民生活センター報道発表資料 4



現状④（子育て世帯の住み替え意向）

○ 子育て世帯の住み替えの意向は約３割程度あるものの 住み替えない理由としては 「預貯金や返済○ 子育て世帯の住み替えの意向は約３割程度あるものの、住み替えない理由としては、「預貯金や返済
能力が不足」、「支払い可能な額の範囲で気に入った住宅がない」のほか、「物件に関する適切な情報
の不足」、「住環境や住性能に関する情報が得にくい」等の情報を理由に挙げている。

＜住み替えの意向＞ ＜住み替えない理由＞
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返済能力はあるが 資金融資が受けられない またはその額が少ない
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子小学１～３年

子小学４～６年

返済能力はあるが、資金融資が受けられない、またはその額が少ない

支払い可能な額の範囲で気に入った住宅がない

物件に関する適切な情報の不足

住環境や住宅性能に関する情報が得にくい

住宅の改善方法について適当な相談相手に関する情報が得にくい

住み替えが決まっている

住み替えに向けて検討している

住み替えたいが 具体的な検討はしていない
民間賃貸住宅への入居拒否

公的賃貸住宅への入居が困難

特にない

不明

住み替えたいが、具体的な検討はしていない

住み替えは想定していない

その他
出典:国土交通省「子育て世帯の支援に資する住宅
の活用事例等の収集・分析業務報告書」（平成２５年

３月）ウェブアンケート調査結果

出典：「平成20年住生活総合調査」
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地方自治体の取り組み

○ こうした背景も踏まえつつ、地方自治体では、子育てに配慮したすまいづくりが促進されるよう、子○ う 背景も踏ま 、地方自治体 、子育 配慮 すま くり 促進 る う、子
育てに適した住宅・マンションの認証制度の導入、ガイドラインを作成している。

主な基準 ＜●必須、○選択の上必須また推奨＞

住宅の規模等 住戸の基準 共用部の基準 併設施設 ソフト基準 立地基準

基準の整理は、各公共団体の認定基準等から主な項目を整理。実績は公共団体にヒアリング。

策定年
実績
（うち、
賃貸）

住宅の規模等 住戸の基準 共用部の基準 併設施設 ソフト基準 立地基準

敷地面積
住宅
戸数

耐火
造

ＥＶ設
置

品確
法

その
他条
例等

住戸
面積

バリ
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リー

転落
防止

シック
ハウ
ス対
策

遮音
性能

間取
り等
の工
夫

事故
防止

バリ
アフ
リー

駐輪
場

転落
防止

防犯
対策

キッ
ズ

ルー
ムの
設置

プレイ
ロット
の設
置

集会
所の
設置

保育
所等
の設
置

一時
預か
り

送迎
サー
ビス

相談
イベ
ント

子育
て施
設の
距離

利便
施設
の距
離

公園
等の
距離

都
道
府
県

埼玉県
（マンション）

Ｈ２３年 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
13
(1)

埼玉県
（戸建て）

Ｈ２４年
100・120
㎡以上

10戸
以上

● ● ● ● ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 37

広島県 Ｈ２５年
2戸

● ※３ ● ● ● ○ ● ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17

認
定
制

広島県 Ｈ２５年
以上

● ※３ ● ● ● ○ ● ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17

墨田区
（※１）

Ｈ１４年
６戸
以上

● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 11

墨田区
（※２）

Ｈ２５年 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1

(1)

世田谷区 H１８年
20戸
以上

● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ○ ●
2

(2)制
度

市
町
村

世 年
以上 (2)

横浜市 Ｈ２１年
500㎡
以上

10戸
以上

● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ●
13
(7)

川崎市
（マンション）

Ｈ２０年
20戸
以上

※３ ● ● ○ ○
7

(1)

一宮市 Ｈ２０年
20戸
以上

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ 0
以上

大阪市 Ｈ１７年
300㎡
以上

10戸
以上

● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 17

神戸市 Ｈ１７年
21戸
以上

● ● ● ● ○ ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ 2

資
都
道

東京都 Ｈ２２年 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ －

6

資
料
集

道
府
県

山口県 Ｈ２０年 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ －

※１：すみだ子育て支援マンション認定制度【現在は※２に移行】
※２：すみだ良質な集合住宅認定制度（子育て型）
※３：新築マンションのみ

□：設計に関する配慮事項や基準等を整理



地方自治体の取り組み①（横浜市地域子育て応援マンション認定制度）

○ 横浜市では、住宅の広さや遮音性、バリアフリー等の住宅性能を満たし、保育所などの地域向け子育て支援施設を併○ 横浜市 、住宅 広 や遮音性、 リ リ 等 住宅性能を満 、保育所な 地域向け子育 支援施設を併
設したマンションを、「横浜市地域子育て応援マンション」として認定している。

○ 認定を受けたマンションは、横浜市のＨＰ掲載によってＰＲできる他、購入者は住宅ローンの金利優遇を受けられる
などのメリットがある。

認定マークの活用

＜認定を受けることのメリット＞

横浜市のＨＰで物件紹介
住宅性能の他物件との比較情報を提供
住宅ローンの金利優遇
一定の条件を満たす場合は容積加算

＜利用実績＞

13件
（分譲新築6件、賃貸新築１件、
賃貸既存6件）

＜利用実績＞

＜認定マンションの種類＞

出典：横浜市ＨＰ
ttp://www.city.yokohama.lg.jp/kenchiku/housing/keikaku/kosodate/business/
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地方自治体の取り組み②（広島県子育てスマイルマンション認定基準）

○ 「子育てスマイルマンション認定制度」は、マンションの住戸内・共用部などの「ハード仕様」、子育て支援サービ
ス提供などの「ソフト支援」、便利な「立地環境」について、子育てしやすさに配慮したマンションを、広島県が認定
し、情報発信する制度。

○ 認定を受けたマンションは、広島県のＨＰ掲載によってＰＲできる他、購入者は住宅ローンの金利優遇を受けられる
などのメリットがある。

出典：広島県ＨＰ
http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/108/ikucyanmansyon.html

＜利用実績＞

17件

＜利用実績＞
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地方自治体の取り組み③（東京都子育てに配慮した住宅のガイドブック）

○ 東京都では、安心して子供を産み育てられる住まいづくりが広く行われることを目指し、住宅事業者や都民が子育て
に配慮した住宅を検討する際の参考となるよう、技術的な情報を整理したガイドブックを作成し、ＨＰでの掲載及び冊
子の有料販売を行っている。

○ 当該ガイドブックの特徴は、優先度の高い事項を「優先」、経済的条件等を考慮して対応すべき事項を「推奨」とし
て区分し、全部で48項目の指針を掲げている。

手すりの設置、共同住宅のＥＶの設置 等

＜子育てに配慮した住宅のガイドブック＞

出典：東京都都市整備局ＨＰ
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp

囲いは優先事項、その他は推奨事項
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課題と解決の方向性

○ 子育てに適した住宅の基準は 子育て世帯に適した住宅への誘導 消費者にとって情報提供のメ○ 子育てに適した住宅の基準は、子育て世帯に適した住宅への誘導、消費者にとって情報提供のメ
リットがあるが、導入自治体数が少ない、ハード基準の高性能等により実績が少ない等の課題がある。

メリット

○一般住宅を、子育てに適した住宅（良質なストック）に誘導することが可能
○子育て世帯にとって、どのような住宅が子育てに適しているか判断することが容易となる

メリット

【物件数】
部の⾃治体で認証制度等の取組を導⼊しているも

【基準】
課 題

○⼀部の⾃治体で認証制度等の取組を導⼊しているも
のの、⼤多数の⾃治体は取組を⾏っていない。
導⼊物件数はまだまだ少ない状況

○認証制度を導⼊している⾃治体においても、認証マ

○ハード基準が⾼性能である場合、地域の住宅市場と⽐較
して過剰な性能となる恐れがあり、活⽤が進まないケー
スも多い

○住環境の向上に必要なソフト基準も ハード基準と⽐較○認証制度を導⼊している⾃治体においても、認証マ
ンションの⼤半は分譲住宅であり、賃貸住宅に活⽤
されるケースは、ＵＲや公社等に限られている傾向

○住環境の向上に必要なソフト基準も、ハード基準と⽐較
すると、未設定、または項⽬の設定数が少ない傾向

○今後、住宅を整備する事業者・地主や、認証制度を導入する地方自治体等が、どういった事項（住宅・住
環境・生活空間）に配慮する必要があるかを検討し 子育て世帯に優しい住宅整備に向けた指針等として環境・生活空間）に配慮する必要があるかを検討し、子育て世帯に優しい住宅整備に向けた指針等として
整理してはどうか。

○また、併せて、先導的な取組に対して支援を行い、普及拡大を図るべきではないか。
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